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民間企業であれば、マタニティハラスメント
当局は妊娠を契機とした非常勤職員の雇止めを撤回すべき
「適用除外」とは「法の精神に反しても良い」ということではない！公務は社会正義を守るべき立場
事案の概要
　Ａ職場に勤務する、専門職の会計年度任用職員のＢさんは、昨年10月に妊娠の事実（2021年3月末から産休）を所属に伝えました。
　これについて今年1月、所属から「来年度の任用は難しい。」と本人に話がありました。
　納得できないＢさんは自治労県職労に相談し、自治労県職労は、所属、主管課、人事当局に事情を聴き、来年度の任用を求めましたが、現時点で当局はこれを認めていません。

民間企業であれば均等法違反
平成 26 年の最高裁判決を踏まえた解釈通達において厚生労働省は、「妊娠・出産・育休等の事由を『契機として』不利益取扱いが行われた場合は、原則として妊娠・出産・育休等を『理由として』不利益取扱いがなされたと解され、法違反」としています。
　また、「不利益取扱い」とは、有期雇用労働者の雇止めも対象であり、「契機として」いるかは、「基本的に、妊娠・出産・育休等の事由と時間的に近接しているかで判断する」「妊娠・出産・育休等の事由の終了から１年以内に不利益取扱いがなされた場合は『契機として』いると判断する。」としています。

つまり、今回の事案は民間企業であれば、男女雇用機会均等法違反となります。
例外にも該当しません

通達では、均等法違反にあたらない例外として、「業務上の必要性から支障があるため」等をあげています。ちなみにこれは雇用主に証明責任があります。
「妊娠・出産・育児休業等を契機とする不利益取扱いに係るＱ＆Ａ」によれば、「業務上の必要性」は「下の事項等を勘案して判断する。」としています。
・債務超過や赤字の累積など不利益取扱いをせざるを得ない事情が生じているか

・不利益取扱いを回避する真摯かつ合理的な努力（他部門への配置転換等）がなされたか
　これを今回の事例で検討すると、

〇当局の主張は、
・これまで任用してきたポストが廃止されるので、来年度任用ができない。
・コロナ禍における税収不足で、全庁的に予算の削減が要請され、局の予算、そして当該の事業予算も削減の対象とされた。
・一方、コロナ禍で、当事者の担当している業務のうち、対面の事業が行えない状態となっている。
・当該事業自体は、今後も継続的に行っていくが、予算削減要請もあり、来年度は当事者の担当している業務のうち、対面の事業は休止し、残りの事業は他の職員に割り振ることで、当事者のポストを廃止する。
〇当局の主張が例外に該当するか否かを検証すると、
・コロナ禍による税収減があったとしても、減収分は本来国からの交付税等で補填されるべきもので、仮に全庁的に予算削減をせざるを得ないとしても、事業によって当然削減に幅があって然るべきものです。
・各局、各所属、各事業一律に削減する必要はなく、まして事業費のうちの会計年度任用職員ポストを特定して廃止する合理的根拠はありません。
・当該ポストの業務は、一部休止はあってもなくなっていません。休止業務もコロナの収束状況によっては、年度内に再開できる可能性もあります。
・残りの業務については、所属が「職員の負担になって大変だ」と言っているように、ある程度の分量があると思われます。
・当該の会計年度任用職員ポストを廃止しなければならない合理的根拠は、業務面でも予算面でも確認できません。
例外にも該当せず、いずれにしても民間企業であれば、男女雇用機会均等法違反となります。

女性の労働権＝人権に希薄な当局の意識
今回の件について、「民間企業であれば、即マタハラに該当する」という組合の指摘に、所属も局も人事当局も極めて希薄な反応でした。
男女雇用機会均等法は、雇用主にとって大変厳しい法律です。
民間企業においては、妊娠の事実から１年以内に解雇・雇止めを行った場合は、原則男女雇用機会均等法違反に問われます。
例外が認められるケースにも厳しいハードルがあり、雇用主に証明責任が課せられています。

民間企業においても、決して容易に実現しているのではなく、社会規範に適合するよう必死で努力しているのです。
女性が働き続けられる権利＝人権を保障するために、そこまで厳しく法が律していることを当局は認識し、自らの姿勢を検証すべきです。
適用除外であっても法の趣旨は遵守すべき
公務は当該条項の適用除外ですが、法の精神に反する行為は許されません。
女性が安心して子を産み、男女ともに子育てができる労働条件の整備は、社会の要請です。
故意でなくとも無知、無自覚によって法の精神を踏まえないことは、人権行政、労働行政、男女共同参画を推進する立場の公務にあるまじき、社会正義に反する行為です。

「雇用契約か任用か」という雇用形態の違いによる適用除外を根拠に、役所の中だけで通用する論理で、公務が社会規範から逸脱できるのでしょうか。
法の適用の有無にかかわらず、公務においても女性の働く権利は守られるべきものです。
当局は「適用除外だから法の趣旨に反しても問題ない」と、堂々と世間に主張できるのでしょうか。
自治労県職労は、男女雇用機会均等法の精神に反する雇止めの撤回を求め、県庁内外の世論に訴えながら、取り組みを進めます。
参考資料：厚生労働省ＨＰ内「妊娠したから解雇」は違法です
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000088308.html）
当局は、男女雇用機会均等法の趣旨を遵守すべき








